
 

2025 年 8月 

お客様各位 

 

株式会社大光銀行 

ＩＴ・オペレーション統括部国際グループ 

 

 

仕向外国送金での ISO20022 への当行の対応について 

 

 

平素は大光銀行をご利用いただき誠にありがとうございます。またマネー・ローンダリング対応等へのご

協力に改めて感謝申し上げます。 

さて、外国送金取引の電文受信インフラの SWIFT（国際銀行間通信協会）は、今秋までに外国送金取引で

使用するデータフォーマットを MTフォーマットから新しい ISO20022 規格へ移行することを求めています。

これに伴い、当行の外国送金依頼書兼告知書への記入方法を 2025 年 10 月より次のとおりとしますので、ご

案内いたします。新しい外国送金依頼書兼告知書を 9月以降当行ウェブサイトに掲載しますので 10月以降

はこちらの外国送金依頼書兼告知書をご利用いただきますようお願いします。必要な情報が欠落している場

合等にはお受取人先様とのご確認等でお手数をお掛けしますが、何卒ご理解賜りますようお願い申し上げま

す。送金お受取人先様への情報提供のご依頼のための情報提供依頼状を別紙のとおり作成しましたので、ご

活用ください。 

変更点 備考 

支払銀行の BIC(SWIFT)

コードの必須化 

（以下 SWIFT コード） 

・記入必須となります。中継銀行がある場合は中継銀行の SWIFT コードも必須

です。不明の場合はご確認願います。 

・ご記入の支払銀行名が当行委託先のシステム登録上の SWIFT コードの銀行名

と相違している場合、委託先のシステム登録上の銀行名での発電となります。

相違する場合当行から照会させていただきます。 

・上記に伴い、支払銀行の支店名と銀行住所は打電されません。 

受取人国の住所 

受取人住所の都市名/

市区町村の必須化 

・受取人住所の都市名/市区町村の記入欄を新設します。該当欄にご記入願いま

す。 

・当行は「ハイブリッド住所」※方式で処理します。 

「構造化住所」※での処理をご希望のお客様は別紙の「外国送金取引の構造化住

所情報での依頼書」に記入のうえご依頼願います。 

・送金先国毎にルールが異なるため、都度照会させていただく場合があります。 
※「ハイブリッド住所」：Country 、Town Name 等のみの住所情報を指定しそれ以          

外の住所情報を Address Line 欄にまとめて指定 
※「構造化住所」：すべての住所項目を構造化して指定 

船積地の国名の入力 都市名に追加して国名も記入ください。 

※ISO20022 規格とは国際的な金融取引におけるデータフォーマットの共通化・標準化を目指す国際規格。

国際的な金融取引の効率化と安全性向上に寄与する重要な規格です。 



 

Address Line とその他構造化された住所項目（Country、Town Name 等）を併用して住所を設定する方法（以

下 Hybrid 方式）とすべての住所項目を構造化して指定する場合について以下にまとめましたのでご参考に

してください。 

 

Hybrid 方式と構造化方式の指定項目について 

項目 Hybrid 方式の場合 構造化住所の場合 

国名  COUNTRY 〇（必須） 〇（必須） 

州/省/都道府県  Country Sub Division 〇 〇 

地方/地域  District Name 〇 〇 

都市名/市区町村 Town Name 〇（必須） 〇（必須） 

区域 Town Location Name 〇 〇 

番地/通り名 Street Name × 〇 

建物番号 Building Number × 〇 

建物名 Building Name × 〇 

建物（階） Floor × 〇 

部屋番号 Room × 〇 

郵便番号 Post Code 〇 〇 

私書箱 Post Box × 〇 

部署 Department 〇 〇 

課 Sub Department 〇 〇 

その他住所 Address Line 〇 × 

※受取人国がシンガポールの場合は、都市名/市区町村は一律「Singapore」となります。 

※州/省/都道府県の設定推奨国は、オーストラリア・中国・アイルランド・日本・アメリカの 5か国です。 

 

当行では原則 Hybrid 方式とし、2025 年 10 月以降は都市名/市区町村を記入いただいた外国送金依頼書兼告

知書を提出いただきます。構造化指定でのご送金をご希望のお客様には別途「外国送金取引の構造化住所情

報での依頼書」をご提出いただきます。 

Hybrid 方式の場合、国名と都市名/市区町村を構造化しますが、それ以外の情報はその他住所（Address Line）

にて伝達します。 

Hybrid 方式の場合の場合で、区域や郵便番号等の指定を希望される場合も、所定の欄をご記入いただき、

別途「外国送金取引の構造化住所情報での依頼書」をご提出ください。 

以 上 

 

照会先：ＩＴ・オペレーション統括部 

国際グループ保科・相田・星野 

電話：0258-36-4230 


